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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】平成26年3月20日(2014.3.20)

【公開番号】特開2012-181231(P2012-181231A)
【公開日】平成24年9月20日(2012.9.20)
【年通号数】公開・登録公報2012-038
【出願番号】特願2011-42075(P2011-42075)
【国際特許分類】
   Ｇ０２Ｂ  15/167    (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ  13/18     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０２Ｂ  15/167   　　　　
   Ｇ０２Ｂ  13/18    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成26年2月4日(2014.2.4)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から像側へ順に、ズーミングのためには不動の正の屈折力の第１レンズ群と、ズ
ーミングに際して移動する負の屈折力の第２レンズ群と、ズーミングに際して移動する正
の屈折力の第３レンズ群と、ズーミングのためには不動の正の屈折力の第４レンズ群と、
を有するズームレンズであって、
　前記第１レンズ群は物体側から像側へ順に、物体側に凸面を向けたメニスカス形状の負
レンズＧ１、正レンズＧ２、正レンズＧ３、正レンズＧ４、物体側に凸面を向けたメニス
カス形状の正レンズＧ５より構成され、前記負レンズＧ１の物体側と像側のレンズ面の曲
率半径を各々Ｇ１Ｒ１、Ｇ１Ｒ２、前記負レンズＧ１の焦点距離をｆＧ１、前記正レンズ
Ｇ５の物体側と像側のレンズ面の曲率半径を各々Ｇ５Ｒ１、Ｇ５Ｒ２、前記正レンズＧ５
の焦点距離をｆＧ５、前記第１レンズ群の焦点距離をｆ１とするとき、
　　－２．２＜ｆＧ１／ｆ１＜－１．５
　　１．０＜（Ｇ１Ｒ１＋Ｇ１Ｒ２）／（Ｇ１Ｒ１－Ｇ１Ｒ２）＜２．０
　　２．４＜ｆＧ５／ｆ１＜３．７
　　－４．０＜（Ｇ５Ｒ１＋Ｇ５Ｒ２）／（Ｇ５Ｒ１－Ｇ５Ｒ２）＜－３．０
なる条件式を満足することを特徴とするズームレンズ。
【請求項２】
　前記負レンズＧ１の材料のｄ線における屈折率をｎｄ１、アッベ数をνｄ１、部分分散
比をθ１、前記正レンズＧ５の材料のｄ線における屈折率をｎｄ５、アッベ数をνｄ５、
部分分散比をθ５とするとき、
　　１．７５＜ｎｄ１＜２．１
　　２５＜νｄ１＜４３
　　０．５６２＜θ１＜０．６４０
　　１．４５＜ｎｄ５＜１．６５
　　６２＜νｄ５＜９１
　　０．５３０＜θ５＜０．５５０
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１に記載のズームレンズ。
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【請求項３】
　望遠端における全系の焦点距離をｆｔ、広角端における全系の焦点距離をｆｗ、前記第
１レンズ群の後ろ側主点位置をＯｋｆ、広角端における前記第１レンズ群と前記第２レン
ズ群の主点間隔をＬ１ｗとするとき、
　　３．０＜ｆｔ／ｆ１＜４．２
　　－７．５０×１０－２＜Ｏｋｆ／ｆ１＜－６．７０×１０－２２．６＜Ｌ１ｗ／ｆｗ
＜３．０
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１又は２に記載のズームレンズ。
【請求項４】
　前記第１レンズ群は、最も広い空気間隔を境に負の屈折力の第Ｆ１ａレンズ群と正の屈
折力の第Ｆ１ｂレンズ群より構成され、前記第１レンズ群の光軸方向の厚さをＤｆ、前記
第Ｆ１ａレンズ群の焦点距離をｆａ、前記第Ｆ１ｂレンズ群の焦点距離をｆｂ、前記第Ｆ
１ａレンズ群と前記第Ｆ１ｂレンズ群の主点間隔をＨＨとするとき、
　　０．２＜ＨＨ／ｆ１＜０．５
　　０．８＜Ｄｆ／ＨＨ＜２．１
　　－１２．５＜ｆａ／ｆ１＜－６．５
　　０．８０＜ｆｂ／ｆ１＜１．２０
　　－１５＜ｆａ／ｆｂ＜－５
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載のズームレ
ンズ。
【請求項５】
　物体側から像側へ順に、前記第Ｆ１ａレンズ群は物体側へ凸面を向けたメニスカス形状
の負レンズＧ１、正レンズＧ２より構成され、前記第Ｆ１ｂレンズ群は両レンズ面が凸面
の正レンズＧ３、物体側に凸面を向けた正レンズＧ４、物体側に凸面を向けたメニスカス
形状の正レンズＧ５より構成されることを特徴とする請求項４に記載のズームレンズ。
【請求項６】
　請求項１乃至５のいずれか１項に記載のズームレンズと、前記ズームレンズによって形
成された像を受光する固体撮像素子を有することを特徴とする撮像装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　本発明のズームレンズは、物体側から像側へ順に、ズーミングのためには不動の正の屈
折力の第１レンズ群と、ズーミングに際して移動する負の屈折力の第２レンズ群と、ズー
ミングに際して移動する正の屈折力の第３レンズ群と、ズーミングのためには不動の正の
屈折力の第４レンズ群と、を有するズームレンズであって、
　前記第１レンズ群は物体側から像側へ順に、物体側に凸面を向けたメニスカス形状の負
レンズＧ１、正レンズＧ２、正レンズＧ３、正レンズＧ４、物体側に凸面を向けたメニス
カス形状の正レンズＧ５より構成され、前記負レンズＧ１の物体側と像側のレンズ面の曲
率半径を各々Ｇ１Ｒ１、Ｇ１Ｒ２、前記負レンズＧ１の焦点距離をｆＧ１、前記正レンズ
Ｇ５の物体側と像側のレンズ面の曲率半径を各々Ｇ５Ｒ１、Ｇ５Ｒ２、前記正レンズＧ５
の焦点距離をｆＧ５、前記第１レンズ群の焦点距離をｆ１とするとき、
　　－２．２＜ｆＧ１／ｆ１＜－１．５
　　１．０＜（Ｇ１Ｒ１＋Ｇ１Ｒ２）／（Ｇ１Ｒ１－Ｇ１Ｒ２）＜２．０
　　２．４＜ｆＧ５／ｆ１＜３．７
　　－４．０＜（Ｇ５Ｒ１＋Ｇ５Ｒ２）／（Ｇ５Ｒ１－Ｇ５Ｒ２）＜－３．０
なる条件式を満足することを特徴としている。
【手続補正３】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１２】
　以下に、本発明の好ましい実施の形態を、添付の図面に基づいて詳細に説明する。まず
、本発明のズームレンズの特徴について説明する。本発明のズームレンズは、物体側から
像側へ順に、ズーミングに際して不動の正の屈折力の第１レンズ群と、ズーミングに際し
て移動する変倍用の負の屈折力の第２レンズ群を有する。更に第２レンズ群の移動に連動
して光軸上を移動し、変倍に伴う像面変動を補正する正の屈折力の第３レンズ群と、ズー
ミングのためには不動の正の屈折力の第４レンズ群を有する。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５６】
　また、第４レンズ群ＣＲには、光軸に対して垂直方向に変異させて防振を行う防振光学
系を含んでも良い。ＳＰは開口絞りである。１０２乃至１０４は各々第１レンズ群Ｆ、第
２レンズ群Ｖ、変倍に伴う像面変動を補正する第３レンズ群Ｃを光軸方向に駆動するヘリ
コイドやカム等の駆動機構である。ここで、１０５乃至１０８は駆動機構１０２乃至１０
４および開口絞りＳＰを電動駆動するモータ（駆動手段）である。
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